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人事委員会規則

　宿日直手当の額に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和６年３月22日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県人事委員会委員長　佐　藤　健　司
宮崎県人事委員会規則第６号
　　　宿日直手当の額に関する規則の一部を改正する規則
　宿日直手当の額に関する規則（昭和37年宮崎県人事委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（宿日直手当の額）	
第２条　宿日直手当の額は、その勤務１回につき、次の各号に掲げ
　る額とする。ただし、勤務時間が５時間未満の場合は、当該各号
　に掲げる額に 100分の50を乗じて得た額とする。
　（１）・（２）　［略］
　（３）　次に掲げる宿直勤務又は日直勤務で任命権者が人事委員会
　　の承認を得たものについては、 6,100円
　　ア・イ　［略］
　　ウ　女性保護施設等における入所者の生活介助等のための宿直
　　　勤務又は日直勤務
　　エ　助産施設、医療型障害児入所施設、福祉型児童発達支援セ
　　　ンター又は医療型児童発達支援センターにおける看護業務の
　　　管理又は監督のための看護師長等の宿直勤務又は日直勤務
　　オ　助産施設、医療型障害児入所施設、福祉型児童発達支援セ
　　　ンター又は医療型児童発達支援センターにおける救急の外来
　　　患者及び入院患者に関する緊急の医療技術業務の処理等のた
　　　めの薬剤師、診療放射線技師（診療エックス線技師を含む。
　　　）又は臨床検査技師（衛生検査技師を含む。）の宿直勤務又
　　　は日直勤務
　　カ　助産施設、医療型障害児入所施設、福祉型児童発達支援セ
　　　ンター又は医療型児童発達支援センターにおける救急の外来
　　　患者及び入院患者に関する緊急の事務処理等のための宿直勤
　　　務又は日直勤務
　（４）　［略］
　（５）　助産施設、医療型障害児入所施設、福祉型児童発達支援セ

　（宿日直手当の額）
第２条　宿日直手当の額は、その勤務１回につき、次の各号に掲げ
　る額とする。ただし、勤務時間が５時間未満の場合は、当該各号
　に掲げる額に 100分の50を乗じて得た額とする。
　（１）・（２）　［略］
　（３）　次に掲げる宿直勤務又は日直勤務で任命権者が人事委員会
　　の承認を得たものについては、 6,100円
　　ア・イ　［略］
　　ウ　女性自立支援施設等における入所者の生活介助等のための
　　　宿直勤務又は日直勤務
　　エ　助産施設又は医療型障害児入所施設における看護業務の管
　　　理又は監督のための看護師長等の宿直勤務又は日直勤務

　　オ　助産施設又は医療型障害児入所施設における救急の外来患
　　　者及び入院患者に関する緊急の医療技術業務の処理等のため
　　　の薬剤師、診療放射線技師（診療エックス線技師を含む。）
　　　又は臨床検査技師（衛生検査技師を含む。）の宿直勤務又は
　　　日直勤務

　　カ　助産施設又は医療型障害児入所施設における救急の外来患
　　　者及び入院患者に関する緊急の事務処理等のための宿直勤務
　　　又は日直勤務

　（４）　［略］
　（５）　助産施設又は医療型障害児入所施設における入院患者の病
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　　ンター又は医療型児童発達支援センターにおける入院患者の病
　　状の急変等に対処するための医師又は歯科医師の宿直勤務又は
　　日直勤務については、２万 1,000円
　２　［略］

　　状の急変等に対処するための医師又は歯科医師の宿直勤務又は
　　日直勤務については、２万 1,000円

　２　［略］
　　　附　則　　
　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和６年３月22日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県人事委員会委員長　佐　藤　健　司
宮崎県人事委員会規則第７号
　　　義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則
　義務教育等教員特別手当に関する規則（昭和50年宮崎県人事委員会規則第14号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（義務教育等教員特別手当の月額）
第４条　義務教育等教員特別手当の月額は、次の各号に掲げる職員
　の区分に応じて、当該各号に掲げる額（地方公務員法（昭和25年
　法律第 261号。以下「法」という。）第22条の４第１項の規定に
　より採用された職員で同項に規定する短時間勤務の職を占めるも
　のにあってはその額に職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条
　例（昭和28年宮崎県条例第43号。以下「勤務時間等条例」という
　。）第２条第３項又は市町村立学校職員の勤務時間、休日及び休
　暇に関する条例（平成８年宮崎県条例第16号。以下「市町村勤務
　時間等条例」という。）第２条第３項の規定により定められたそ
　の者の勤務時間を勤務時間等条例第２条第１項又は市町村勤務時
　間等条例第２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を、地
　方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 110号）第
　11条第１項に規定する育児短時間勤務職員及び同法第17条の規定
　による短時間勤務をしている職員にあってはその額に勤務時間等
　条例第２条第２項又は市町村勤務時間等条例第２条第２項の規定
　により定められたその者の勤務時間を勤務時間等条例第２条第１
　項又は市町村勤務時間等条例第２条第１項に規定する勤務時間で
　除して得た数をそれぞれ乗じて得た額とし、その額に１円未満の
　端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。）とする。
　（１）　市町村立学校給与条例第５条の３第１項に規定する職員で
　　市町村立学校給与条例別表教育職給料表の適用を受けるもの
　　その者の属する職務の級及びその者の受ける号給（その者が法
　　第22条の４第１項の規定により採用された職員であるときは、
　　その者の属する職務の級とする。以下同じ。）に対応する別表
　　第１に掲げる額

　（２）　前条に規定する職員（次号及び第４号に掲げる職員を除く
　　。）　その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応
　　する別表第２に掲げる額
　（３）・（４）　［略］

　（義務教育等教員特別手当の月額）
第４条　義務教育等教員特別手当の月額は、次の各号に掲げる職員
　の区分に応じて、当該各号に掲げる額（地方公務員法（昭和25年
　法律第 261号。以下「法」という。）第22条の４第１項の規定に
　より採用された職員で同項に規定する短時間勤務の職を占めるも
　のにあってはその額に職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条
　例（昭和28年宮崎県条例第43号。以下「勤務時間等条例」という
　。）第２条第３項又は市町村立学校職員の勤務時間、休日及び休
　暇に関する条例（平成８年宮崎県条例第16号。以下「市町村勤務
　時間等条例」という。）第２条第３項の規定により定められたそ
　の者の勤務時間を勤務時間等条例第２条第１項又は市町村勤務時
　間等条例第２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を、地
　方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 110号）第
　11条第１項に規定する育児短時間勤務職員及び同法第17条の規定
　による短時間勤務をしている職員にあってはその額に勤務時間等
　条例第２条第２項又は市町村勤務時間等条例第２条第２項の規定
　により定められたその者の勤務時間を勤務時間等条例第２条第１
　項又は市町村勤務時間等条例第２条第１項に規定する勤務時間で
　除して得た数をそれぞれ乗じて得た額とし、その額に１円未満の
　端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。）とする。
　（１）　市町村立学校給与条例第５条の３第１項に規定する職員で
　　市町村立学校給与条例別表教育職給料表の適用を受けるもの（
　　次号に掲げる職員を除く。）　その者の属する職務の級及びそ
　　の者の受ける号給（その者が法第22条の４第１項の規定により
　　採用された職員であるときは、その者の属する職務の級とする
　　。以下同じ。）に対応する別表第１に掲げる額
　（２）　前号に規定する職員のうち、市町村立学校給与条例第４条
　　第８項の規定による夜間学級担当手当（以下「夜間学級担当手
　　当」という。）を支給される職員　その者の属する職務の級及
　　びその者の受ける号給に対応する別表第１に掲げる額に４分の
　　３を乗じて得た額（夜間学級担当手当の支給を受けない期間に
　　あっては、別表第１に掲げる額）
　（３）　前条に規定する職員（次号及び第５号に掲げる職員を除く
　　。）　その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応
　　する別表第２に掲げる額
　（４）・（５）　［略］

　　　附　則　　
　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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　給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和６年３月22日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県人事委員会委員長　佐　藤　健　司
宮崎県人事委員会規則第８号
　　　給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則
　給料等の支給に関する規則（昭和41年宮崎県人事委員会規則第12号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　夜間学級担当手当に関する規則をここに公布する。
　　令和６年３月22日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　黒　木　淳一郎
宮崎県教育委員会規則第１号
　　　夜間学級担当手当に関する規則
　（目的）
第１条　この規則は、市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和32年宮崎県条例第26号。以下「条例」という。）第４条第８項及び第
　９項並びに第10条の規定に基づき、夜間学級担当手当の支給に関し必要な事項を定めることを目的とする。
　（管理職手当を受ける職員の夜間学級担当手当）
第２条　条例第４条第８項及び第９項の規定により管理職手当を受ける校長、副校長及び教頭に支給する夜間学級担当手当の支給割合はそ
　れぞれ 100分の４とする。
　（支給方法）
第３条　夜間学級担当手当は、給料の支給方法に準じて支給する。ただし、月の１日から末日までの間において引き続き16日以上次の各号
　の一に該当する場合は支給しない。
　（１）　出張中の場合
　（２）　研修中の場合
　（３）　勤務しなかった場合（条例第６条において県立学校職員の例によることとされる職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県条例第
　　40号）第９条の２第１項に規定する休職の場合及び公務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公務員災害補償法（昭和42年法律第 121号
　　）第２条第２項及び第３項に規定する通勤による負傷若しくは疾病（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する
　　条例（昭和63年宮崎県条例第４号）第２条第１項の規定により派遣された職員の派遣先の業務上の負傷若しくは疾病又は地方公務員災
　　害補償法第２条第２項及び第３項に規定する通勤による負傷若しくは疾病を含む。）又は公益的法人等への職員の派遣等に関する条例
　　（平成13年宮崎県条例第49号。以下「公益的法人等派遣条例」という。）第２条第１項の規定により派遣された職員の公益的法人等派
　　遣条例第２条第３項第１号に規定する派遣先団体において就いていた業務に係る業務上の負傷若しくは疾病若しくは労働者災害補償保
　　険法（昭和22年法律第50号）第７条第２項に規定する通勤（当該派遣先団体において就いていた業務に係る就業の場所を地方公務員災
　　害補償法第２条第２項第１号及び第２号に規定する勤務場所とみなした場合に同条に規定する通勤に該当するものに限る。）による負
　　傷若しくは疾病に係る休暇の場合を除く。）
　（定年前再任用短時間勤務職員等の夜間学級担当手当の額の端数計算）
第４条　地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第22条の４第１項の規定により採用された職員で同項に規定する短時間勤務の職を占める
　もの並びに地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 110号）第11条第１項に規定する育児短時間勤務職員及び同法第17条
　の規定による短時間勤務をしている職員について、条例第４条第８項及び第９項の規定による夜間学級担当手当の額に１円未満の端数が
　あるときは、その端数を切り捨てた額をもって当該職員の夜間学級担当手当の額とする。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

　　　附　則　　
　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

改正前 改正後
　（勤務１時間当たりの給与額の算出）
第14条　県給与条例第８条の８に規定する人事委員会規則で定める
　額は次に掲げる手当の月額の合計額とする。
　（１）・（２）　［略］

　（３）～（11）
２　［略］

　（勤務１時間当たりの給与額の算出）
第14条　県給与条例第８条の８に規定する人事委員会規則で定める
　額は次に掲げる手当の月額の合計額とする。
　（１）・（２）　［略］
　（３）　特殊勤務手当（給料の月額に対するものに限る。）
　（４）～（12）
２　［略］

教育委員会規則
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　（経過措置）　
２　暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則第６条第１項又は第２項の規定により採
　用された職員をいう。）は、定年前再任用短時間勤務職員（地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第22条の４第１項の規定により採用
　された職員をいう。）とみなして、第４条の規定を適用する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県育英資金貸与条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和６年３月22日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　黒　木　淳一郎　
宮崎県教育委員会規則第２号
　　　宮崎県育英資金貸与条例施行規則の一部を改正する規則
　宮崎県育英資金貸与条例施行規則（昭和49年宮崎県教育委員会規則第16号）の一部を次のように改正する。
　別記様式第６号を次のように改める。



─ 5 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ６ 年 ３ 月 22 日（金曜日）　号外　第 10 号



─ 6 ─

宮　崎　県　公　報令和 ６ 年 ３ 月 22 日（金曜日）　号外　第 10 号



─ 7 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ６ 年 ３ 月 22 日（金曜日）　号外　第 10 号

教育長訓令

　教育関係使用料及び手数料減免規程の一部を改正する訓令をここに公表する。
　　令和６年３月22日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　黒　木　淳一郎
宮崎県教育委員会教育長訓令第１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各教育機関
　　　教育関係使用料及び手数料減免規程の一部を改正する訓令
　教育関係使用料及び手数料減免規程（平成９年宮崎県教育委員会教育長訓令第２号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　附　則
　この訓令は、令和６年４月１日から施行する。

改正前 改正後
　（西都原考古博物館使用料）
第６条　条例別表第１の西都原考古博物館使用料の項中音声ガイド
　に係る使用料は、身体障がい者、知的障がい者又は精神障がい者
　及びこれらの障がい者の介護者が使用するときは、その全額を免
　除する。

第６条　削除

　　　附　則　　
　この規則は、令和６年４月１日から施行する。



─ 8 ─

宮　崎　県　公　報令和 ６ 年 ３ 月 22 日（金曜日）　号外　第 10 号
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